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平成 23 年 5 月 9 日 
各    位 

 
会 社 名 株式会社 荏原製作所 
代表者名 代表取締役社長 矢後 夏之助

(コード番号 6361  東証第 1 部  札証)
問合せ先 経営企画室長 細田 修吾

(電話 03－3743－6111)
 

新中期経営計画“E-Plan2013”策定のお知らせ 
 
この度、2011～2013 年度を計画対象期間とする新中期経営計画“E-Plan2013”を策定しましたので、下

記のとおりお知らせ致します。 
 

記 
 

1. 前経営計画(E-Plan2010)の総括 
前経営計画期間（2008～2010 年度）においては、「グループ全体で事業推進体制を見直して課題

の解決を行い、経営基盤の再構築を目指す」との基本方針の下で、事業構造の再編を含め徹底した改

革を進めてきました。その結果、不採算事業・非中核事業からの撤退や個別事業の体質改善などの点

において成果がみられ、事業基盤の強化が着実に進みました。また、コンプライアンス重視の企業風

土を実現するため、財務報告の信頼性向上や不正防止に資する内部統制の整備に注力しました。これ

らのことから、目標とした「経営基盤の再構築」においては、確実に進捗があったと総括します。 
しかし、円高や、リーマンショックの影響による世界経済の低迷、及び海外特定プロジェクトにお

ける損失などの想定外の事象が発生し、計画策定時に掲げた数値目標について、その全てを達成する

ことはできませんでした。 
 

＜計画値と実績値の比較＞ 

E-Plan2010 における目標指標 
実績値 計画値  

(参考) E-Plan2010 対象期間 E-Plan2010 
年度 (2007) 2008 2009 2010 2010 

ROE (5.0%) － 4.3% 20.0% 8.0%以上 
D/E レシオ(期末） (1.2) 1.5 1.4 1.1 0.9 以下 
自己資本比率（期末） (24.9%) 21.6% 24.8% 29.9% 30%以上 

売上高 営業利益（率） 

5,630 5,750 5,900
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2. 本経営計画(E-Plan2013)の位置付け 
2-1. 本経営計画期間の位置付け  ～確かな成長に向けた、新たな挑戦への第一歩～ 

前経営計画期間から続く経営基盤強化を更に推し進めるとともに、その次のステップとして、

“確かな成長に向けた、新たな挑戦への第一歩”をテーマとし、より確実で安定した事業構造を

確立するための期間と位置付けます。 
上記を踏まえ、当社グループの中核をなす 5 事業(ポンプ事業、コンプレッサ・タービン事業、

精密・電子事業、エンジニアリング事業、冷熱事業)について、前 3 者を成長追求型事業、後 2
者を安定追求型事業と方向付けた上で、それぞれの事業において、国内/海外の区別なく事業単

位としての一体意識をもってグローバル競争力強化に取り組み、個々の事業価値の最大化を徹底

的に追求していきます。 
また、事業活動を支えるコーポレート機能として、グループ全体最適を追求する視点から、グ

ループ本社/グローバル本社としての機能を強化し、グループ全体の持続的成長・発展に必要な

リソースの確保、ガバナンス体制の強化を図っていくとともに、人材開発面等においてグローバ

ルに展開する事業部門を強力に支援する体制を構築していきます。 
 
これにより、本経営計画期間の 2 年目に迎える創業 100 周年を越えて、次の 100 年も、「優れ

た技術と最良のサービスの提供を通じて広く社会に貢献する産業機械メーカー」であり続けるた

めの、“新たな挑戦への第一歩”を踏み出します。 
 
2-2. 達成すべき目標  ～限られた資源での利益の極大化～ 
 本経営計画において達成すべき目標を以下とします。 

1) 限られた資本に対して利益を最大化していくことを目標として、投下資本利益率(ROIC)*1を重要

経営指標と位置付け、その改善を図っていきます。本経営計画最終年度において 8%以上を目標

値とします。 
⇒ 上記の目標値を、財務の安定性と資本の効率的な利用の両面から偏ることなく達成して

いくために、D/E レシオ*2（安定性指標）と自己資本利益率(ROE)*3（効率性指標）を

経営管理上留意すべき指標と位置付け、それらの均衡のとれた改善を図っていきます。

本経営計画最終年度において、D/E レシオ＝0.5～0.7、自己資本利益率(ROE)＝12～14%
とすることを目安とします。 

*1： 投下資本利益率(ROIC) ＝ 当期利益/投下資本 
 ＝ 当期利益/ (有利子負債＋自己資本)         
*2： D/E レシオ ＝ 有利子負債/自己資本 
*3： 自己資本利益率(ROE) ＝ 当期利益/自己資本 
 

2) 1)の目標値を踏まえ、各事業部門としては売上高営業利益率を事業遂行上の重要指標と位置付け、

その最大化を図っていきます。本経営計画最終年度におけるグループ全体での目標値を 9%以上

とします。 
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3. グループ全体基本方針 
 本経営計画におけるグループ全体の基本方針を以下とします。 
 
3-1. 重点地域での“域産域消”を推進すると同時にグローバルな視点に基づく最適地生産及

び製品供給体制を確立します  ～変化の潮流の取り込み～ 
新興国が成長の原動力となる潮流の変化を捉えて、世界市場で競争力強化を図るための諸施策

を導入していきます。具体的には、従来の国内生産/輸出中心の海外展開から、物流をも考慮し

たグローバル最適地生産体制への移行を図ります。その一環として、新興国を中心とする戦略的

重点地域(中国、東南アジア、中東、インド、ブラジル及び米国)において、地域に根ざした販売・

サービス拠点若しくは生産拠点を設置・拡充し、“域産域消”を基本とした地域戦略を展開しま

す。同時に、それら拠点間の有機的連携により、その他の市場に対しても日本を経由せずに展開

可能なグループ・ネットワークを整備します。 
    

3-2. 中核事業の領域拡大により新市場への進出を図ります  ～確実な成長を目指して～ 
当社グループの中核 5 事業の中で成長追求型事業と位置付けられるポンプ事業、コンプレッ

サ・タービン事業、精密・電子事業の 3 事業において、現在の事業基盤の効率化を徹底し、その

延長線上で未開拓の分野に向けた事業領域の拡大を図ることにより、新市場へと進出していきま

す。その手段としては、グループ内の既存リソースを用いた新製品/新市場開発に加え、M&A 等

による外部リソースの取り込みも対象とし、必要な投資を戦略的に実施していきます。2015 年

度において、これら 3 事業の売上規模を現状の 1.5 倍以上とすることを視野に入れ、そのための

基盤整備を本経営計画期間内に完了させます。 
安定追求型事業のうちエンジニアリング事業においては、O&M*1 ビジネスを収益基盤の中心

と位置付けた上で、EPC*2事業の確実な成長を目指していきます。冷熱事業については、中国の

生産拠点の拡充とグループ会社の統合による製品ポートフォリオの充実によって、成長中の中国

市場における産業用途向けの需要及びその他の新興国におけるより快適な居住環境を求める需

要の急拡大を確実に取り込んでいきます。 
※1  O&M  ：  Operation & Maintenance（維持管理・保守） 
※2  EPC   ：  Engineering, Procurement, Construction（プラント建設） 

 
3-3. 科学的アプローチにより“ものづくり”プロセスの最適化を図ります  ～絶え間ない

生産性革新を組織文化として内部化～ 
マーケティング･開発・販売・設計・調達・製造・検査・物流といった一連の“ものづくり”

プロセスにおいて、暗黙知から形式知への転換を促進するとともに、徹底的な見直しを実施して、

論理的かつ科学的アプローチに基づく最適化を図っていきます。グループ全体の生産性革新を推

進する機能を新たに設け、国内中核拠点を起点として、海外を含むグループの全拠点へと生産性

革新運動を展開していきます。それにより、顧客の要求を満たしながらコスト・棚卸在庫及びリ

ードタイムの最小化を実現し、業界最高効率の生産システムを本経営計画期間内につくりあげて

いきます。 
 
3-4. 事業領域のグローバル化に即して本社機能を拡充します  ～グループ本社/グローバ

ル本社機能の強化を通じたグループ運営の再構築～ 
グローバル市場へと事業を展開するにあたっては、世界標準に即したガバナンス体制の構築や、

グローバル人材開発などの面におけるニーズへの対応を含めて、グローバルに展開する企業グル

ープに適するグループ運営体制確立が必須であり、その実現を主導していくためにグループ本社

/グローバル本社機能を強化します。 
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4. 事業セグメント別基本方針 
4-1. 風水力事業  ～世界トップレベルを盤石なものにする事業体制への変革～ 

継続的に成長する真のグローバル・カンパニーを目指すことを基本方針とし、本経営計画期間

を、主要事業で世界トップレベルのポジションを盤石なものにする事業体制を構築する時期と位

置付けます。風水力事業の主要事業区分を「ポンプ事業」「コンプレッサ・タービン事業」「冷熱

事業」とし、中長期的な視点でグローバル市場での競争優位を実現することを本経営計画期間で

の最優先課題とします。 
ポンプ事業においては、水力機械事業・汎用風水力機械事業・風水力プラント事業を、一つの

事業として一体的に経営し、継続的に成長させていくために、以下の①~③に示す基本方針で事

業体制の再編を実施します。①地域毎にニーズが異なる製品群については「域産域消」の考え方

で現地化を進めるため、事業上の重点地域区分(日本・中国・東南アジア・中東・インド・欧州・

南北アメリカ等）毎に各拠点を統括する事業体制としていきます。②各地域で、顧客及びエンド

ユーザーに密着した営業活動を展開し、製品とサービスを通した顧客価値の提供を着実に行うこ

とで、荏原ブランドの浸透を図っていきます。③日本においては、徹底的に収益性を高めるため、

より効率的な製品販売とサービス&サポート体制の確立を目的とした事業再編を行います。 
コンプレッサ・タービン事業（気体機械事業）においては、中長期的な視点での競争優位を実

現するため、エリオット・グループの統合経営を確立し、共通の経営方針に基づく一体経営を行

います。また、各事業地域においてエリオット・ブランドの強化・浸透を図り、本事業ブランド

の地位を確固たるものとしていきます。 
冷熱事業においては、国内事業の収益性改善と共に、中国を中心とするグローバル事業の成長

と収益力強化を図るため、日本/中国の事業子会社が主体となって、双方のリソースを最大限に

活用し、開発・生産・販売面において、一貫した事業戦略に基づく事業展開を行っていきます。 
以上により、本経営計画最終年度（2013 年度）において、売上高 3,500 億円、営業利益率 8.3％

を目標とします。 
 

4-2. エンジニアリング事業  ～安定的成長のための経営基盤の確立～ 
本経営計画の 3 年間を経営安定化の期間と位置付け、自社製品の競争力に磨きをかけ、安定

した利益確保のための経営基盤を確立します。具体的には、国内公共分野において、確実な収益

基盤であるごみ焼却施設の O&M 事業を強化し、安定した経営基盤を確立します。特に、プラン

ト寿命長期化のための計画（長寿命化計画）等の提案や魅力ある改良提案等を行うことにより、

長期包括契約や基幹的設備改良工事などの受注を推進します。また、技術的に差別化された提案

により、新規焼却炉案件を受注し、継続的な利益創出に資する事業ストックを安定的に確保しま

す。そのために、EPC と O&M、それぞれの担当組織間における相互情報共有を進め、提案力

を強化します。さらに、実績に基づく経験と科学的根拠を融合した設計標準を確立し、より効率

的且つ精緻に技術・設計業務を遂行します。 
以上により、本経営計画最終年度（2013 年度）において、売上高 520 億円、営業利益率 8.7%

を目標とします。 
 

4-3. 精密・電子事業  ～安定して高い利益率を出せる事業体質の確保～ 
非半導体分野への参入拡大とサービス&サポート事業の強化により、半導体設備投資サイクル

に左右されない安定した事業体質を構築します。非半導体分野への参入が鍵となるコンポーネン

ト製品群（ドライポンプ、排ガス処理装置等）においては、ソーラーパネル、LED、リチウム

イオン電池、液晶パネルなどの市場におけるシェア拡大に注力し、各業界における当社のプレゼ

ンス向上を図ります。装置製品群（CMP 装置､めっき装置等）及びコンポーネント製品群にて、

TSV（Si 貫通電極）プロセスを含む新分野への参入を果たします。また、主力製品（CMP 装置、

めっき装置、ドライポンプ、排ガス処理装置）においては、既存市場でのシェア拡大と新市場へ

の拡販をさらに進めるとともに、きめ細かい対応を通じたサービス&サポート事業の拡大により、
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売上と営業利益率の最大化を目指します。 
以上により、本経営計画最終年度（2013 年度）において、売上高 850 億円、営業利益率 14.1%

を目標とします。 
 
 

5. 主要計画値 
 

（注）為替レートは、1US$=80 円、1EUR=110 円、1RMB=12.25 円を前提とします。 
 
5-1. 全社連結計画値（単位：百万円） 
 

2011 年度 2012 年度 2013 年度 
売上高 405,000 456,000 497,000
営業利益 28,000 37,000 46,500
当期純利益 13,000 20,000 25,700

 
5-2. 事業別連結計画値（単位：百万円） 

風水力事業 
 2011 年度 2012 年度 2013 年度 
売上高 270,000 320,000 350,000
営業利益 15,000 23,000 29,000

エンジニアリング事業 
 2011 年度 2012 年度 2013 年度 
売上高 50,000 49,000 52,000
営業利益 4,000 4,000 4,500

精密・電子事業 
 2011 年度 2012 年度 2013 年度 
売上高 75,000 77,000 85,000
営業利益 8,000 9,000 12,000

 
 

 
 

以 上 


